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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉補機海水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能

を維持できることを説明するものである。 

原子炉補機海水ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉補機海水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の立

形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプ

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

原子炉補機海水ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原動機は原動機取付ボ

ルトでポンプに固定さ

れ，ポンプはポンプ取

付ボルトでポンプベー

スに固定され，ポンプ

ベースは基礎ボルトで

基礎に据え付ける。コ

ラムパイプはサポート

に支持され，サポート

はサポート取付ボルト

でサポートベースに固

定され，サポートベー

スはサポート基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。 

ターボ形

（ターボ形立形ポン

プ（海水ポンプ）） 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｂ～Ｂ矢視図 

サポート

サポート取付ボルト

サポートベース

サポート基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポート基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポートベース

サポート取付ボルト

サポート

基礎 

基礎 

コラムパイプ

軸受 

原動機 

ポンプ 

ポンプベース 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

ロータ

Ｂ 

Ａ Ａ 

Ｂ 

(単位：ｍｍ)
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3. 固有値解析及び構造強度評価

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

原子炉補機海水ポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算

書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき行う。なお，水平方向はスペクトルモーダル解析，鉛直方向は静的解析

を用いて行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ

法を適用する。コラムパイプはサポートに支持されるため，サポート取付ボルト及びサポート

基礎ボルト（以下「サポート部ボルト」という。）について評価を実施する。サポート部ボル

トの耐震計算方法は上記方針によらないため，「3.6 サポート部の計算方法」に基づき実施す

る。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機海水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

3.2.2 許容応力 

原子炉補機海水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3

－3及び表 3－4のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機海水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 3－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－6に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機 

海水ポンプ 
Ｓ クラス外＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，クラス３ポンプの支持構造物を含む。 

  表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機 

海水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限 

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方とする。 

左欄の 1.5倍の値 Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係

数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が  

1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。） 

 の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2 

＊2 
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表 3－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

コラムパイプ 最高使用温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 198 504 205 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 205 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 715 838 ― 

サポート基礎ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 205 

サポート取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 205 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

コラムパイプ 最高使用温度 40 ― ― 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 198 504 205 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 715 838 ― 

サポート基礎ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 

サポート取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 



9 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-5

-7
-1
-3
 R
0 

3.3 解析モデル及び諸元 

(1) モデル化に際しては，シャフト及びコラムパイプに対して水の付加質量及び排除水体積質

量を考慮する。 

(2) 固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【原子炉補機海

水ポンプの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(3) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 3－7，振動モード図を図 3－1 及び図 3－2 に示す。固有周期は，

0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓

越し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 3－7 固有値解析結果 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.117 2.624 2.624 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 3－1 振動モード（1次モード 水平方向 0.117s） 
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3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－8及び表 3－9に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震

応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 3－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.117＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.117 6.64 7.39 ― 6.64 7.39 ―

動的震度＊6，＊7 1.41 1.67 1.28 1.41 1.67 1.28 

静的震度＊8 0.58 0.58 0.29 ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対

しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅱ（基準地震

動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊7：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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表 3－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.117＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.117 ― ― ― 6.64 7.39 ―

動的震度＊5，＊6 ― ― ― 1.41 1.67 1.28 

静的震度 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対

しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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3.6 サポート部の計算方法 

3.6.1 記号の説明 

原子炉補機海水ポンプのサポート部の応力評価に使用する記号を表 3－10に示す。 

表 3－10 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｓｂｊ サポート部ボルトの軸断面積＊ mm2

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｓｊ サポート部ボルトのピッチ円直径＊ mm 

ｄｓｊ サポート部ボルトの呼び径＊ mm 

Ｆｊ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊ MPa 

Ｆｊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊ MPa 

Ｆｓｂｊ サポート部ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊ N 

ƒｓｓｂｊ せん断力のみを受けるサポート部ボルトの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｓｔｏｊ 引張力のみを受けるサポート部ボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｓｔｓｊ 引張力とせん断力を同時に受けるサポート部ボルトの許容引張

応力＊ 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｍｓｊ サポート部ボルトに作用する転倒モーメント＊ N･mm 

ＭｓＣｐｊ ポンプ振動による震度によりサポート部ボルトに作用する転倒

モーメント＊

N･mm 

ｍｓｊ サポート部ボルトに作用するサポート質量＊ kg 

ｎｓｊ サポート部ボルトの本数＊ ― 

ｎｓｆｊ 評価上引張力を受けるとして期待するサポート部ボルトの本数＊ ― 

Ｑｓｂｊ サポート部ボルトに作用するせん断力＊ N 

Ｓｕ，Ｓｕｊ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊ MPa 

Ｓｙ，Ｓｙｊ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊ MPa 

Ｓｙｊ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の

40℃における値＊ 

MPa 

σｓｂｊ サポート部ボルトに生じる引張応力＊ MPa 

τｓｂｊ サポート部ボルトに生じるせん断応力＊ MPa 

注記＊：添字ｊの意味は，以下のとおりとする。 

ｊ＝1：サポート基礎ボルト 

ｊ＝2：サポート取付ボルト 

＊
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3.6.2 応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，サポート部ボルトに生じ

る応力を次式で求める。なお，図 3－3にサポート部の応力計算モデルを示す。 

 

図 3－3 サポート部の応力計算モデル 

(1) 引張応力

サポート基礎ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものと

し，最も厳しい条件として転倒支点から最も離れたボルトについて計算する。 

なお，サポート取付ボルトについては，荷重の発生方向がせん断方向のみのため，

引張応力は発生しない。 

引張力 

Ｆｓｂｊ＝ 

√Ｍｓｊ
2
＋(Ｃｖ・ｍｓｊ・g・

Ｄｓｊ

2 )
2
＋ＭｓＣｐｊ＋(Ｃｐ－1)・ｍｓｊ・g・

Ｄｓｊ

2

3
8・ｎｓｆｊ・Ｄｓｊ

引張応力 

σｓｂｊ＝
Ｆｓｂｊ

Ａｓｂｊ

ここで，サポート部ボルトの軸断面積Ａｓｂｊは次式により求める。 

Ａｓｂｊ＝
π

4
・ｄｓｊ

2

‥‥‥‥‥ (3.6.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.6.2.2) 

サポート取付ボルト サポート基礎ボルト

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.6.2.3) 
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(2) せん断応力

サポート部ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断応力 

τｓｂｊ＝
Ｑｓｂｊ

ｎｓｊ・Ａｓｂｊ

3.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

3.8 応力の評価 

3.8.1 サポート部ボルトの応力評価 

3.6.2項で求めたサポート部ボルトの引張応力σｓｂｊは次式より求めた許容引張応力 

ƒｓｔｓｊ以下であること。ただし，ƒｓｔｏｊは下表による。 

ƒｓｔｓｊ＝Min[1.4・ƒｓｔｏｊ－1.6・τｓｂｊ，ƒｓｔｏｊ]  ············ (3.8.1.1) 

せん断応力τｓｂｊはせん断力のみを受けるサポート部ボルトの許容せん断応力 ƒｓｓｂ

ｊ以下であること。ただし，ƒｓｓｂｊは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｓｔｏｊ 

Ｆｊ

2
・1.5

 Ｆｊ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｓｂｊ 

Ｆｊ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆｊ 

1.5・ 3
・1.5

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.6.2.4) 

＊
 

＊
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉補機海水ポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき行う。 

原子炉補機海水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性で

あるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認

済加速度を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
立形斜流 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形ころがり 

軸受電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機海水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できる

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機海水ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機 

海水ポンプ 
Ｓ 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.117 0.05以下 

ＣＨ＝1.67＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝1.28＊2 

ＣＨ＝1.67＊4 

又は＊5 
ＣＶ＝1.28＊4 Ｃｐ＝0.06 40 0.98 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

  ＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

1.2 機器要目 

(1) ボルト

注記＊1：周囲環境温度で算出 

＊2：最高使用温度で算出 

(2) コラムパイプ

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｓｙｉ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 8 ― 198＊1 504＊1 205 205 205 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.263×106 205＊2 520＊2 205 205 205 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.263×106 715＊1 838＊1 － 586 586 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 
(mm) 

コラムパイプ ― 
245＊

(厚さ≦ 

16mm) 

400＊

(厚さ≦ 

16mm) 

＊
 

注記＊：最高使用温度で算出 
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(3) サポート部ボルト

注

注記＊：最高使用温度で算出 

部材 
ｍｓｊ 

(kg) 

Ｄｓｊ 

(mm) 

ｄｓｊ 

(mm) 

Ａｓｂｊ 

(mm2) 
ｎｓｊ ｎｓｆｊ 

Ｓｙｊ 

(MPa) 

Ｓｕｊ

(MPa) 

Ｓｙｊ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1） 8 8 205＊ 520＊ 205 205 205 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2）
4 － 205＊ 520＊ 205 205 205 

Ｈｐ 

(μm) 
Ｎ 

(rpm) 

＊
 



20
 

S2 補 Ⅵ-2-5-7-1-3 R0 

1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力

部材 

Ｍｉ(N･mm) 

ＭＣｐｉ(N･mm) 

Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

Ｑｂｉ(N)
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 

(2) コラムパイプに作用する力 (単位：N･mm) 

部材 

Ｍ 

ＭＣｐ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

コラムパイプ

(3) サポート部ボルトに作用する力

部材 

Ｍｓｊ(N･mm) 

ＭｓＣｐｊ(N･mm) 

Ｆｓｂｊ(N) Ｑｓｂｊ(N) 

Ｑｂｉ(N)
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1）

サポート取付ボルト

（ｊ＝2）
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 ＴＨ１＝0.117 

鉛直方向 ＴＶ１＝0.05以下 

1.4.2 ボルトの応力  (単位：MPa)  1.4.3 コラムパイプの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝113 Ｓａ＝240 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張 σｂ１＝ 79 ƒｔｓ１＝ 153＊ σｂ１＝ 79 ƒｔｓ１＝ 153＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝113 Ｓａ＝240 

せん断 τｂ１＝ 29 ƒｓｂ１＝ 118 τｂ１＝ 29 ƒｓｂ１＝ 118 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張 σｂ２＝ 66 ƒｔｓ２＝ 153＊ σｂ２＝ 66 ƒｔｓ２＝ 153＊ 

せん断 τｂ２＝ 20 ƒｓｂ２＝ 118 τｂ２＝ 20 ƒｓｂ２＝ 118 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張 σｂ４＝ 144 ƒｔｓ４＝ 440＊ σｂ４＝ 144 ƒｔｓ４＝ 440＊ 

せん断 τｂ４＝ 50 ƒｓｂ４＝ 338 τｂ４＝ 50 ƒｓｂ４＝ 338 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]

1.4.4 サポート部ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1）

引張 σｓｂ１＝ 36 ƒｓｔｓ１＝ 119＊ σｓｂ１＝ 36 ƒｓｔｓ１＝ 119＊ 

せん断 τｓｂ１＝ 41 ƒｓｓｂ１＝ 94 τｓｂ１＝ 41 ƒｓｓｂ１＝ 94 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2）

引張 σｓｂ２＝ － ƒｓｔｓ２＝ － σｓｂ２＝ － ƒｓｔｓ２＝ － 

せん断 τｓｂ２＝ 37 ƒｓｓｂ２＝ 118 τｓｂ２＝ 37 ƒｓｓｂ２＝ 118 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｓｔｓｊ＝Min[1.4・ƒｓｔｏｊ－1.6・τｓｂｊ，ƒｓｔｏｊ]
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1.4.5 動的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 1.40 10.0 

鉛直方向 0.93 1.0 

原動機 
水平方向 1.40 2.5 

鉛直方向 0.93 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

60 

61 

62 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント

(mm 4)

1 1-2 1 4.909×106 

2 2-3 1 4.909×106 

3 3-4 1 1.018×107 

4 4-5 1 1.018×107 

5 5-6 1 1.018×107 

6 6-7 1 1.018×107 

7 7-8 1 4.715×106 

8 8-9 1 4.715×106 

9 9-10 1 4.715×106 

10 10-11 1 1.018×107 

11 11-12 1 1.198×107 

12 12-13 1 1.198×107 

13 13-14 1 1.402×107 

14 14-61 1 8.004×106 

15 15-16 1 8.004×106 

16 16-17 1 8.004×106 

17 17-18 1 1.018×107 

18 18-19 1 4.528×106 

19 19-20 1 4.528×106 

20 20-21 1 4.528×106 

21 21-22 1 4.909×106 

22 22-23 2 3.580×107 

23 23-24 3 4.528×106 

24 24-25 3 2.485×107 

25 25-26 3 2.485×107 

26 26-27 3 1.018×107 

27 28-29 1 3.395×108 

28 29-30 1 1.089×109 

29 30-31 1 1.089×109 

30 31-32 4 8.896×108 

31 32-33 4 8.896×108 

32 33-34 4 8.896×108 

33 34-35 4 8.896×108 

34 35-36 4 8.896×108 

35 36-37 4 8.896×108 

36 37-38 4 8.896×108 

37 38-39 4 8.896×108 

38 39-40 4 8.896×108 

39 40-41 4 8.896×108 

40 41-42 4 8.896×108 
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（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント

(mm 4)

41 42-62 4 8.896×108 

42 43-44 4 8.896×108 

43 44-45 4 8.896×108 

44 45-46 4 8.896×108 

45 46-47 4 8.127×108 

46 47-48 4 8.127×108 

47 48-49 4 9.613×107 

48 50-51 4 9.799×109 

49 51-52 4 9.799×109 

50 52-53 4 9.799×109 

51 53-54 3 3.837×109 

52 54-55 3 3.837×109 

53 55-56 3 3.837×109 

54 56-57 3 2.500×109 

55 58-50 2 5.075×1011 

56 61-15 1 8.004×106 

57 62-43 4 8.896×108 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 ばねの方向 

2 30 

6 34 

10 38 

13 41 

17 45 

24 54 

26 56 

47 50 

26 56 

47 50 

29 60 
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(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

60 

61 

62 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm 3) 

ポアソン比 

(－) 
材質 

1 40 1.94×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.00×105 0.3 

4 40 2.02×105 0.3 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機 

海水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.117 0.05以下 － － 

ＣＨ＝1.67＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝1.28＊2 Ｃｐ＝0.06 40 0.98 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

2.2 機器要目 

(1) ボルト

注記＊1：周囲環境温度で算出 

＊2：最高使用温度で算出 

(2) コラムパイプ

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｓｙｉ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 8 － 198＊1 504＊1 205 － 246 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.263×106 205＊2 520＊2 － － 246 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.263×106 715＊1 838＊1 － － 586 

部材 Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 
(mm) 

コラムパイプ ― ― 
400＊

(厚さ≦ 

16mm) 

＊
 

注記＊：最高使用温度で算出 
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(3) サポート部ボルト

注

注記＊：最高使用温度で算出 

部材 
ｍｓｊ 

(kg) 

Ｄｓｊ 

(mm) 

ｄｓｊ 

(mm) 

Ａｓｂｊ 

(mm2) 
ｎｓｊ ｎｓｆｊ 

Ｓｙｊ 

(MPa) 

Ｓｕｊ

(MPa) 

Ｓｙｊ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1）
8 8 205＊ 520＊ － － 246 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2）
4 － 205＊ 520＊ － － 246 

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力

部材 

Ｍｉ(N･mm) 

ＭＣｐｉ(N･mm) 

Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

Ｑｂｉ(N)
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ － － 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ － － 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
－ － － 

(2) コラムパイプに作用する力  (単位：N･mm) 

部材 

Ｍ 

ＭＣｐ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

コラムパイプ － 

(3) サポート部ボルトに作用する力

部材 

Ｍｓｊ(N･mm) 

ＭｓＣｐｊ(N･mm) 

Ｆｓｂｊ(N) Ｑｓｂｊ(N) 

Ｑｂｉ(N)
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1）
－ － － 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2）
－ － － 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 ＴＨ１＝0.117 

鉛直方向 ＴＶ１＝0.05以下 

2.4.2 ボルトの応力  (単位：MPa)  2.4.3 コラムパイプの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
－ － 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張 － － σｂ１＝ 79 ƒｔｓ１＝ 184＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝113 Ｓａ＝240 

せん断 － － τｂ１＝ 29 ƒｓｂ１＝ 142 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張 － － σｂ２＝ 66 ƒｔｓ２＝ 184＊ 

せん断 － － τｂ２＝ 20 ƒｓｂ２＝ 142 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張 － － σｂ４＝ 144 ƒｔｓ４＝ 440＊ 

せん断 － － τｂ４＝ 50 ƒｓｂ４＝ 338 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]

2.4.4 サポート部ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1）

引張 － － σｓｂ１＝ 36 ƒｓｔｓ１＝ 147＊ 

せん断 － － τｓｂ１＝ 41 ƒｓｓｂ１＝ 113 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2）

引張 － － σｓｂ２＝ － ƒｓｔｓ２＝ － 

せん断 － － τｓｂ２＝ 37 ƒｓｓｂ２＝ 142 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｓｔｓｊ＝Min[1.4・ƒｓｔｏｊ－1.6・τｓｂｊ，ƒｓｔｏｊ]
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2.4.5 動的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 1.40 10.0 

鉛直方向 0.93 1.0 

原動機 
水平方向 1.40 2.5 

鉛直方向 0.93 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 
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(2) 要素の断面性

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント

(mm 4)

1 1-2 1 4.909×106 

2 2-3 1 4.909×106 

3 3-4 1 1.018×107 

4 4-5 1 1.018×107 

5 5-6 1 1.018×107 

6 6-7 1 1.018×107 

7 7-8 1 4.715×106 

8 8-9 1 4.715×106 

9 9-10 1 4.715×106 

10 10-11 1 1.018×107 

11 11-12 1 1.198×107 

12 12-13 1 1.198×107 

13 13-14 1 1.402×107 

14 14-61 1 8.004×106 

15 15-16 1 8.004×106 

16 16-17 1 8.004×106 

17 17-18 1 1.018×107 

18 18-19 1 4.528×106 

19 19-20 1 4.528×106 

20 20-21 1 4.528×106 

21 21-22 1 4.909×106 

22 22-23 2 3.580×107 

23 23-24 3 4.528×106 

24 24-25 3 2.485×107 

25 25-26 3 2.485×107 

26 26-27 3 1.018×107 

27 28-29 1 3.395×108 

28 29-30 1 1.089×109 

29 30-31 1 1.089×109 

30 31-32 4 8.896×108 

31 32-33 4 8.896×108 

32 33-34 4 8.896×108 

33 34-35 4 8.896×108 

34 35-36 4 8.896×108 

35 36-37 4 8.896×108 

36 37-38 4 8.896×108 

37 38-39 4 8.896×108 

38 39-40 4 8.896×108 

39 40-41 4 8.896×108 

40 41-42 4 8.896×108 
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（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント

(mm 4)

41 42-62 4 8.896×108 

42 43-44 4 8.896×108 

43 44-45 4 8.896×108 

44 45-46 4 8.896×108 

45 46-47 4 8.127×108 

46 47-48 4 8.127×108 

47 48-49 4 9.613×107 

48 50-51 4 9.799×109 

49 51-52 4 9.799×109 

50 52-53 4 9.799×109 

51 53-54 3 3.837×109 

52 54-55 3 3.837×109 

53 55-56 3 3.837×109 

54 56-57 3 2.500×109 

55 58-50 2 5.075×1011 

56 61-15 1 8.004×106 

57 62-43 4 8.896×108 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 ばねの方向 

2 30 

6 34 

10 38 

13 41 

17 45 

24 54 

26 56 

47 50 

26 56 

47 50 

29 60 



41 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-5
-7
-1

-3
 R
0 

(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

60 

61 

62 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm 3) 

ポアソン比 

(－) 
材質 

1 40 1.94×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.00×105 0.3 

4 40 2.02×105 0.3 
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